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（様式１） 

令和  年  月  日 

 

 

質問書 

 

「旧吉田茂邸の新たな魅力創出に向けた民間事業者との連携モデル実証事業の

事業者募集」について、次の事項を質問します。 

商号又は名称  

担当者連絡先 

担当部署： 

担当者名： 

電話番号： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 

質問箇所 質問内容 

  

提出先： kyodo@town.oiso.kanagawa.jp（大磯町郷土資料館メールアドレス） 
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（様式２） 

令和  年  月  日 

 

大磯町教育委員会教育長 様 

 

      （応募者） 

     住    所 

     商号又は名称 

     代表者職氏名          印 

 

 

 

事業提案書 

 

標記事業について、事業提案書を提出します。 

 

１ 事業名称 

  旧吉田茂邸の新たな魅力創出に向けた民間事業者との連携モデル実証事業 

 の事業者募集 

 

２ 提出書類 

 (1) 事業提案書（本書） 

 (2) 提案書（様式自由。Ａ４判最大 24ページ） 

 

【留意事項】 

・提出書類(1)(2)を順に並べ、通しページ番号を付けること。 

・正本１部（記名・代表印を押印したもの）と副本５部を提出すること。 

 副本には、記名・押印・会社ロゴ等、提出者の企業名等が判明する内容を一

切記載しないこと。 

 

３ 連絡先 

（所属部署名） （氏 名） 

（電話番号） （ＦＡＸ番号） 

（E-mail） 
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（様式３） 

 

誓約書 

 

令和  年  月  日 

 

大磯町教育委員会教育長 様 

      （応募者） 

住    所 

商号又は名称 

代表者職氏名           印 

 

 

「旧吉田茂邸の新たな魅力創出に向けた民間事業者との連携モデル実証事業」

に応募するにあたり、次に掲げる事項を誓約します。 

 

 

（誓約事項） 

１ 地方自治法施行令第 167条の４（契約を締結する能力を有しない者及び破

産者で復権を得ない者）に該当しない者であること。 

 

２ 法人の場合は、直近１カ年において、本店所在地の市町村民税（東京都の

場合は法人都民税）及び固定資産税・都市計画税、消費税及び地方消費税を

完納していること。個人の場合は、直近１カ年において、賦課期日時点で居

住していた市町村の市町村民税（東京都の場合は特別区民税・都民税）及び

固定資産税・都市計画税、消費税及び地方消費税を完納していること。 

 

３ 大磯町暴力団排除条例（平成 24年大磯町条例第７号）第２条第２項に規

定する暴力団、同条第４号に規定する暴力団員等若しくは同条第５条に規定

する暴力団経営支配法人等又は同条第７条に規定する暴力団員等と密接な関

係を有していないこと。 

 

４ 応募書類提出時において、会社更生法（平成 14年法律第 154号）・民法再

生法（平成 11年法律第 225号）による更生・再生手続をしている者でない

こと。 
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６ 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者が役員となっ

ていないものであること。 

 

７ 政治団体及び宗教団体でないこと。 

 

８ ２つ以上の事業者が共同事業体を結成して申請する場合は、次の事項を誓

約すること。 

 (1) 構成員は、共同事業体の代表者となる事業者を決め、代表者は、業務の

遂行に責任を持つことのできる者であること。 

 (2) 単独で応募している者でないこと。 

 (3) 複数の共同事業体の構成員でないこと。 

 

９ 本誓約事項に相違があった場合は、応募資格を取り消されても異議申し立

てを行わないこと。 
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（様式４） 

 

事業実施体制 

 

令和  年  月  日 

 

大磯町教育委員会教育長 様 

      （応募者） 

住    所 

商号又は名称 

代表者職氏名           印 

 

※事業実施に向けた体制、共同事業体構成員等の役割分担を記載してくだ

さい。 
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（様式５） 

 

共同事業体構成員一覧表 

 

令和  年  月  日 

 

大磯町教育委員会教育長 様 

 

１ 代表企業 

商 号 又 は 名 称 

所 在 地 

代 表 者 名 

                    印 

担当者 

氏 名  

所 属  

所 在 地  

(電話)           (ＦＡＸ) 

(E-mail) 

 

２ 共同事業体構成員（記入欄が足りない場合は、本様式を複写して使用して

ください。） 

本事業における役割 

商 号 又 は 名 称 

所 在 地 

代 表 者 名 

     印    

本事業における役割 

商 号 又 は 名 称 

所 在 地 

代 表 者 名 

     印    
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本事業における役割 

商 号 又 は 名 称 

所 在 地 

代 表 者 名 

     印    

本事業における役割 

商 号 又 は 名 称 

所 在 地 

代 表 者 名 

     印    

本事業における役割 

商 号 又 は 名 称 

所 在 地 

代 表 者 名 

     印    

本事業における役割 

商 号 又 は 名 称 

所 在 地 

代 表 者 名 

     印    

本事業における役割 

商 号 又 は 名 称 

所 在 地 

代 表 者 名 

     印    

本事業における役割 

商 号 又 は 名 称 

所 在 地 

代 表 者 名 

     印    
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